障がい者や就職困難者のはたらく場の確保に向けた入札制度に関するアンケート調査

本調査は大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合(愛称：エル・チャレンジ)が、厚生労働省社会福祉推進事業の補助金を受け、実施するものです。全国における公共調達等における実施状況を把握することによって、障がい者や就職困難者の就労機会の拡大につなげる可能性や、そのために必要な制度、施策等を検討することを目的としています。
ご多忙中とは存じますが、ご協力いただきますようお願い申し上げます。


[情報の取り扱いについて]
· アンケート調査の回答内容については、選択式及び数字での回答は全て統計処理を行い、個別のデータは公表いたしません。自由記述式の回答は、個別の自治体名を特定できない形で公表させていただく場合がございます。また、事業の目的以外に使用することはございません。
調査票における『就職困難者』とは
就職困難者とは働く意欲がありながら、なかなか就職に結びつかない方々のことです。障がい者だけでなく、ホームレス状態の方、母子家庭の母親、保護観察に付された方、社会的事情により就職が著しく阻害されている方、離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者、未就職卒業者の失業者を指しています。
障がい者や就職困難者のはたらく場の確保に向けた

入札制度に関するアンケート調査


問１．貴団体の公共調達(物品・役務)の現在の契約状況についてお聞きします。
平成24年度の会計年度の公共調達の「物品」「役務」における、「一般競争入札」「指名競争入札」「随意契約」それぞれの総契約締結件数及び総契約金額をご記入ください。また随意契約については、そのうち「シルバー人材センター」、「障がい者福祉事業所」の総契約締結件数、総契約金額をご記入ください。
(1)「物品」について
① 一般競争入札、指名競争入札、随意契約についての総契約締結件数及び総契約金額を下記にご記入ください。
1)一般競争入札　　　　⇒　　総契約締結件数　　　　　　件　総契約金額　　　　　万円
2)指名競争入札　　　　⇒　　総契約締結件数　　　　　　件　総契約金額　　　　　万円
3)随意契約　　　　　　⇒　　総契約締結件数　　　　　　件　総契約金額　　　　　万円
　
② 「随意契約」のうち下記の項目についての契約締結件数及び契約金額をご記入ください。
1)シルバー人材センター⇒　　総契約締結件数　　　　　　件　総契約金額　　　　　万円
2)障がい者福祉事業所　⇒　　総契約締結件数　　　　　　件　総契約金額　　　　　万円
(2)役務について
① 一般競争入札、指名競争入札、随意契約についての総契約締結件数及び総契約金額を下記にご記入ください。
1)一般競争入札　　　　⇒　　総契約締結件数　　　　　　件　総契約金額　　　　　万円
　
2)指名競争入札　　　　⇒　　総契約締結件数　　　　　　件　総契約金額　　　　　万円
3)随意契約　　　　　　⇒　　総契約締結件数　　　　　　件　総契約金額　　　　　万円
② 「随意契約」のうち、下記の項目についての総契約締結件数及び総契約金額をご記入ください。
1)シルバー人材センター⇒　　総契約締結件数　　　　　　件　総契約金額　　　　　万円
2)障がい者福祉事業所　⇒　　総契約締結件数　　　　　　件　総契約金額　　　　　万円

問２．公共調達における「随意契約」についてお聞きします。それぞれの項目に該当する番号を　　　　　　　　
１つ選択し、　　　　　にご記入ください。
(1)会計法第２９条の３の第５項の「契約に係る予定価格が少額である場合」を活用していますか。
1.活用している

2.活用を検討している

3.活用していない
	項　目
	活用の状況

	1) シルバー人材センター
	

	2) 母子家庭の母及び寡婦の就業支援を行う団体等
	

	3) 障がい者福祉事業所
	


(2)会計法第２９条の３の第４項を活用していますか。
1.活用している

2.活用を検討している

3.活用していない
	項　目
	活用の状況

	1) シルバー人材センター
	

	2) 母子家庭の母及び寡婦の就業支援を行う団体等
	

	3) 障がい者福祉事業所
	


(3)会計法第２９条の３の第５項の「その他の政令で定める場合」を活用していますか。
1.活用している

2.活用を検討している

3.活用していない
	項　目
	活用の状況

	1) シルバー人材センター
	

	2) 母子家庭の母及び寡婦の就業支援を行う団体等
	

	3) 障がい者福祉事業所
	


(4)問２(3)の会計法第29条の３第５項のその他政令で定める場合について、「１．活用している」と答えた方にお聞きします。「物品」「役務」それぞれの優先的発注の具体的な内容について、それぞれの項目ごとに該当する番号を選択し、各項目の平成24年度の会計年度の総契約締結件数と総契約金額を具体的にご記入ください。
①「物品」について優先的発注の具体的な内容について、それぞれの項目ごとに該当する番号を選択し、各項目の平成24年度の会計年度の総契約締結件数と総契約金額を具体的にご記入ください。
	
	該当する番号すべてに〇印
	総契約締結件数
	総契約金額

	1)シルバー人材センター
	1.事務用品・書籍
2.食料品・飲料
3.小物雑貨
4.その他
具体的に：　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
	件

	万円


	2)母子家庭の母及び寡婦の就業支援を行う団体等
	1.事務用品・書籍
2.食料品・飲料
3.小物雑貨
4.その他
具体的に：　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
	件
	万円


	3)障がい者福祉事業所
	1.事務用品・書籍
2.食料品・飲料
3.小物雑貨
4.その他
具体的に：　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
	件
	万円



（内訳）

1.事務用品・書籍　⇒　筆記具、事務用品、用紙 、封筒、ゴム印、書籍等
2.食料品・飲料　　⇒　パン、弁当・おにぎり、加工食品、コーヒー・茶、飲料等
3.小物雑貨　　　　⇒　衣服・身の回り品・装身具、食器類、絵画・彫刻、各種記念品等）
　4.その他
②「役務」について優先的発注の具体的な内容について、それぞれの項目ごとに該当する番号を選択し、各項目の平成24年度の会計年度の総契約締結件数と総契約金額を具体的にご記入ください。
	
	該当する番号すべてに〇印
	総契約締結件数
	総契約金額

	1）シルバー人材センター
	1.印刷
2.クリーニング
3.清掃・施設管理
4.情報処理・テープ起し
5.飲食店等の運営
6.その他
具体的に：　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
	件
	万円


	2)母子家庭の母及び寡婦の就業支援を行う団体等
	1.印刷
2.クリーニング
3.清掃・施設管理
4.情報処理・テープ起し
5.飲食店等の運営
6.その他
具体的に：　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
	件
	万円

	3)障がい者福祉事業所
	1.印刷
2.クリーニング
3.清掃・施設管理
4.情報処理・テープ起し
5.飲食店等の運営
6.その他
具体的に：　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
	件
	万円


（内訳）
1.印刷　　　　　　　　⇒　ポスター、チラシ、リーフレット、名刺、封筒等の印刷等
2.クリーニング　　　　⇒　クリーニング、リネンサプライ等

3.清掃・施設管理　　　⇒　清掃、除草作業、施設管理、駐車場管理、自動販売機管理等
4.情報処理・テープ起し⇒　ホームページ作成、プログラミング、データ入力・集計、テープ起し等
5.飲食店等の運営　　　⇒　売店、レストラン、喫茶店等
　　  　
6.その他
③「物品」「役務」の契約期間についてお聞きします。それぞれの契約年数は単年度ですか、複数年度ですか。それぞれの項目ごとに該当する番号を1つ選択してください。その他については具体的にご記入ください。
	③―１　物品について
	契約年数(〇印は１つ)

	1)シルバー人材センター
	1．単年度契約　　　　　　　2．複数年度
3.その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　     　）

	2)母子家庭の母及び寡婦の就業支援を行う団体等
	1．単年度契約　　　　　　　2．複数年度
3.その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　     　　）

	3)障がい者福祉事業所
	1．単年度契約　　　　　　　2．複数年度
3.その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　     ）


	③―２　役務について
	契約年数(〇印は１つ)

	1)シルバー人材センター
	1．単年度契約　　　　　　　2．複数年度
3.その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　     　）

	2)母子家庭の母及び寡婦の就業支援を行う団体等
	1．単年度契約　　　　　　　2．複数年度
3.その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　     　　）

	3)障がい者福祉事業所
	1．単年度契約　　　　　　　2．複数年度
3.その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　     ）


④2008年度と2012年度の契約を比較し、この５年間で契約件数はどの程度増加しましたか。2008年度を基準に「増加」、「横ばい」、「減少」に該当する番号を1つ選択し、おおよその割合(増減率)を下記の表にご記入ください。なお「横ばい」は０％とし、「増加」は＋〇〇％、「減少」は－〇〇％とご記入ください。
	④―1　物品について
	契約件数の増加の程度
	増減率

	1)シルバー人材センター
	1．増加した
2．横ばい
3．減少した
	　　　　　　　　　％

	2)母子家庭の母及び寡婦の就業支援を行う団体等
	1．増加した
2．横ばい
3．減少した
	　　　　　　　％

	3)障がい者福祉事業所
	1．増加した
2．横ばい
3．減少した
	　　　　　　　％


	④―2　役務
	契約件数の増加の程度
	増減率

	1)シルバー人材センター
	1．増加した
2．横ばい
3．減少した
	　　　　　　　　　％

	2)母子家庭の母及び寡婦の就業支援を行う団体等
	1．増加した
2．横ばい
3．減少した
	　　　　　　　％

	3)障がい者福祉事業所
	1．増加した
2．横ばい
3．減少した
	　　　　　　　％



問３．障害者優先調達推進法に向けた取り組みについて、お聞きします。
(1)優先発注の調達方針を決めていますか。（〇印は一つ）
1. 決めている

2. 検討している

3. 決めていない
(2)問３(1)で「1.決めている」「2.検討している」と答えた方についてお聞きします。
①目標額の設定に関して、どのよう設定方法を考えておられますか。（〇印は一つ）
1. 物品および役務の種別ごとに調達実績額が前年度を上回ることを目標としている（検討している）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒対前年度型増加設定
2. 物品および役務の種別ごとに調達実績額が、例えば直近3年間の平均伸び率を勘案した目標額を設定している（検討している）。
⇒対前年度推移型増加設定
3. その他（具体的に






）
②目標額の設定に関して、どのような設定根拠を考えておられますか。具体的にご記入ください。

 (3)公契約の競争参加の資格について、お聞きします。
①競争参加の資格を定めていますか。（〇印は一つ）
1.参加資格を定めている
　　

2.参加資格を検討している


3.参加資格は特に定めていない
②問３(3)の①で「１. 参加資格を定めている」「2. 参加資格を検討している」と答えた方にお聞きします。参加資格の具体的な内容を下記にご記入ください。

 (4)調達を推進するため、どのような体制が整備されていますか、また整備を検討されていますか。
（〇印は一つ）
1. 庁内の各関係機関の連絡・調整できる場を創設し、進めている。
2. 大阪府が進めている「行政の福祉化」※など戦略的な施策を構築し、関係部局との連絡調整及び連携の場を設定している。
3. 契約・会計担当が主体的に進めている。
4．体制は整備していない。
5. その他（具体的に


　　　　　



）
※ 大阪府が進めている「行政の福祉化」とは、府政のあらゆる分野において、福祉の視点から総点検し、住宅、教育、労働などの各分野の連携のもとに、施策の創意工夫や改善を通じて、障がい者や母子家庭の母、高齢者などの雇用、就労機会を創出し、そうした自立を支援する取り組みを全庁的に進めています。

· 総合評価入札方式は
国：1961年の会計法改正により、「･･･価格及びその他の条件が国にとつて最も有利なもの(同項ただし書きにあっては、次に有利なもの)をもつて申込みをした者を契約の相手方とすることができる」（会計法第29条の６第2項）と規定。それを受け、「･･･各省各庁の長が財務大臣に協議して定めるところにより、価格その他の条件が国にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とすることができる」（予算決算及び会計令91条2項）と規定しています。
：「公共工事の品質確保の促進に関する法律」で、公共工事の品質確保のため主要な取り組みとして採用が促進されています。
地方自治体：「価格並びに価格以外のその他の条件が、発注者である国や自治体において最も有利な内　
容の入札を行ったものを、契約の相手方とする方式」（地方自治法施行令167条10の2）。大阪府では1999年から「行政の福祉化」施策を進めており、その一環として業務委託契約の入札において総合評価入札方式を採用し、福祉関連事項を重点的に評価項目として設定しています。
問４．総合評価入札方式の活用についてお聞きます。
(1)「物品」「役務」「工事」のなかで、総合評価入札方式を活用していますか。
1．「物品」「役務」「工事」の全てに活用している。　　
2.「物品」「役務」で活用している。
3．「物品」「工事」で活用している。　　　　　　　　 
4.「物品」のみに活用している。
5．「役務」「工事」で活用している。　　　　　　　　
6．「役務」のみに活用している。
7．「工事」のみに活用している。
8．「物品」「役務」「工事」のいずれにも活用していない。




(2)問４(1)で 「物品」や「役務」で活用していると回答した方にお聞きします。平成２４年度に契約したものについて、その総契約締結件数、総契約金額及び雇用人数を、具体的にご記入ください。なお、複数年にわたる契約については、平成２４年度の１ヶ年分のみをご記入ください。また雇用人数については「役務」のみをご記入ください。
①分野
1)「物品」⇒　総契約締結件数　　　　　　　件　　総契約金額　　　　　　　万円
　　　2)「役務」⇒　総契約締結件数　　　　　　　件　　総契約金額　　　　　　　万円　
②雇用人数(役務のみ)
※雇用されていない場合は「０」とご記入ください。
	
	当該現場
	企業内現場

	１.障がい者
	人
	人

	２.就職困難者
	人
	人


(3)「物品」「役務」「工事」で総合評価入札方式を活用している場合、「障がい者」「就職困難者」※に係る評価項目を設定していますか。
　
①「物品」では、「障がい者」「就職困難者」の評価項目を設定していますか。(〇印は1つ)
1．「障がい者」についてのみ評価項目を設定している。
2．「障がい者」「就職困難者」についての評価項目を設定している。
3．「就職困難者」についてのみ評価項目は設定している。
4．「障がい者」「就職困難者」とも評価項目を設定していない。
5．その他（








）
　　②「役務」では、「障がい者」「就職困難者」の評価項目を設定していますか。(〇印は1つ)
1．「障がい者」についてのみ評価項目を設定している。
2．「障がい者」「就職困難者」についての評価項目を設定している。
3．「就職困難者」についてのみ評価項目は設定している。
4．「障がい者」「就職困難者」とも評価項目を設定していない。
5．その他（








）
③工事では、「障がい者」「就職困難者」の評価項目を設定していますか。(〇印は1つ)
1．「障がい者」についてのみ評価項目を設定している。
2．「障がい者」「就職困難者雇用」についての評価項目を設定している。
3．「就職困難者」についてのみ評価項目は設定している。
4．「障がい者」「就職困難者」とも評価項目を設定していない。
5．その他（








）
※ 就職困難者とは働く意欲がありながら、なかなか就職に結びつかない方々のことです。障がい者だけでなく、ホームレス状態の方、母子家庭の母親、保護観察に付された方、社会的事情により就職が著しく阻害されている方、離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者、未就職卒業者の失業者を指しています。
(4)障がい者や就職困難者の雇用や働く場の確保に向けた調達を進めるための配慮事項として何を重視しましたか。「①技術的評価」「②公共評価」について該当する番号全てに〇印をお付けください。なお、「②公共評価」の「１.福祉的配慮」、「2．既雇用者の継続雇用（発注規模などの条件を考慮せず）」については、該当する記号に〇印を付けるとともに、該当する数字や割合を具体的にご記入ください。また、雇用人数を記入するにあたっては、平成24年度における全ての雇用人数の合計をご記入ください。
①技術的評価で、重視する事項はどれですか。 (〇印はいくつでも)
1. 業務実績



2. 研修体制の有無


3. 業務体制



4. 品質保証（品質ＩＳＯや自主検査体制）
5. その他（具体的に






）
②公共評価で、重視する事項はどれですか。ただし、「1．福祉配慮」を選択した場合は、その具体的な内容について該当する記号に〇印をつけてください。（〇印はいくつでも）
1. 福祉的配慮
ａ．障がい者の新規雇用の基準　　　ｂ．障がい者雇用を実現するための支援体制
ｃ．障がい者雇用率　　　　　　　　ｄ．就職困難者の新規雇用者数
ｅ．新規雇用者に対する雇用条件
2. 既雇用者の継続雇用（発注規模などの条件を考慮せず）        　　
3. 生活賃金の保障


4. 男女共同参画への配慮
5. 環境への配慮



6. 災害時の業務体制や貢献実績
7. 地域事業者の優先


8. 顕彰制度の実績
9. ボランティア等地域貢献実績

10. 地元産品活用実績
11.その他（具体的に






　　　）
③問４（4）②公共評価で重視する事項で、「１．福祉的配慮」「２．既雇用者の継続雇用」を選択した方にお聞きします。それぞれ選択した番号について、具体的な人数や割合を下記にご記入ください。
1)「1.福祉的配慮」の具体的内容の人数及び割合について
　1． 障がい者の新規雇用の基準
　　　1-1. 当該現場の人数  　  　  　　　　人　　　1-2. 企業現場の人数　　　　人　　
2． 障がい者雇用率               　　　　％
3． 就職困難者の新規雇用者の人数 　　　　人
　
2) 既雇用者に対する継続雇用（発注規模などの条件を考慮せず）について
1.　障がい者の継続雇用の人数　　　　　  　　　　人　
　      2． 就職困難者に対する継続雇用の人数　　　　　　人　
　      3． 全ての労働者(障がい者、就職困難者を含む)に対する継続雇用の人数　　　　人　
問５．総合評価入札方式における評価値の算出方法についてお聞きします。どのような算出方法をされていますか。(〇印は一つ)
1. 各入札企業の実績等を踏まえた評価点と入札価格に基づく標準点を合算し、入札価格で除している。(除算方式)
2. 価格評価点に技術評価点を加え、その価格評価点は予定価格と入札価格の差額から評価点を算出する。（加算方式）
3. その他（具体的に






　　　　　　　
）　
問６．労務単価の積算基準において、障がい者や就職困難者の就業を支援する者のための費用※が積算費用に含まれていますか。「1.含まれている」と選択した方はその内容を具体的にご記入ください。
1.含まれている



2.含まれていない

　　　　「1.含まれている」の内容を具体的にご記入ください

※例）大阪府は、「行政の福祉化」の位置づけの下に、知的障がい者の雇用を前提とした清掃業務の総合評価一般競争入札の積算において、「福祉推進費」を加算しています。福祉推進費は、知的障がい者の就業を容易にするため、就業への支援体制が確保できるように、その支援に要する費用を施設清掃業務の積算において、支援員の人件費相当を一定の割合で加算しています。

問７．公共調達の賃金について、賃金の下限設定をどのように定めていますか。（〇印は1つ）
1. 生活保護費に準ずる　　　　　　　2. 同一職種(類似)の高校卒業者の初任給に準ずる
3．最低賃金法に準ずる
4．障がい者をサポートするジョブコーチのように熟練を要する者に配慮した下限設定を行っている。
5．その他（具体的に



　       


）
問８．当事者団体※との意見交換や連携についてお聞きします。
(1)当事者団体との意見交換や連携について、どのようなことを行っていますか。（〇印は一つ）
1. 意見交換や連携を行っている。
2. 意見交換や連携を検討している。
3. 意見交換や連携を行っていない。
4. その他（具体的に






　　　　）
※当事者団体とは障がい者や就職困難者の雇用促進を支援する福祉法人、ＮＰＯ法人等を示します。
(2)問８(1)で「1. 意見交換や連携を行っている」「2. 意見交換や連携を検討している」と答えた方にお聞きします。当事者団体と、どのような意見交換や連携を行っていますか。（〇印は一つ）
1. 報酬審議会を設けて意見交換等を行っている。
2. 障がい者団体等と意見交換の場を設けている。
3. ビルメンテナンス業界等の企業者団体と意見交換の場を設けている。
4. その他（具体的に






）
問９．公共調達での障がい者や就職困難者の雇用や働く場の確保に向けた契約方式等で感じられることをご自由にご記入ください。

問10．貴団体について、ご記入ください。
	各府省庁名
	

	独立行政法人名
	

	担 当 部 局 名
	
	ＴＥＬ
	

	ご記入者及び担当者名
	

	電 子 メ ー ル
	


※お願い
貴団体において、障がい者、就職困難者に係る働く場の確保に関する入札制度への取り組みやそれらに関する資料等がございましたら、返信封筒に同封もしくはメールでの送信をお願い致します。
〒540-0006
大阪市中央区法円坂1丁目1番35号　大阪市教育会館5階
大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合(愛称：エル・チャレンジ) 
政策研究室　　担当：丸尾　飯島
Tel：06-6920-3521　fax：06-6920-3522　　Ｅ-mail：seisaku＠l-challenge.com
ご協力ありがとうございました。
・ご記入の調査票は平成26年１月1０日（金）までに同封の返信封筒に挿入のうえ、お送りください。
・また、調査票は大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合（愛称：エル・チャレンジ）のホームページに立ち上げています。
[ご回答にあたってのお願い]


お手数ではございますが、回答のご担当部署が複数にまたがる場合、担当部署でそれぞれの担当部分をご記入いただき、お取りまとめの上、ご返信頂きますようお願い申し上げます。


ご回答は、あてはまる番号を〇印で囲んでください。「1つを選択」「〇印は1つ」「すべてに〇印」など回答数を指定していますので、その数だけ〇印をお付けください。


質問によっては、回答を具体的にご記入いただくものもあります。数字をご記入いただく質問では該当がない場合には「ゼロ」とご記入ください。


具体的な内容を　　　にご記入いただく場合、その枠内に収まらないことがありましたら、質問番号を記入の上、別紙に記入、添付してください。


調査票にご記入いただきましたら、平成26年１月10日（金）までに、同封の返信封筒で返信してください。





[問合先]


ご回答にあたり、ご不明な点当がございましたら、下記までご連絡ください。


大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合(愛称：エル・チャレンジ) 


政策研究室　　担当：丸尾　飯島


Tel：06-6920-3521　fax：06-6920-3522　　Ｅ-mail：seisaku@l-challenge.com


ご回答いただいた内容について、別途、確認させていただく場合がございます。その際にはご協力いただけますよう重ねてよろしくお願い申し上げます。











Ⅰ　公共調達の規模及び契約状況の現状について





Ⅱ　公共調達における「随意契約」について





Ⅲ　「障害者優先調達推進法」について









































Ⅳ　「総合評価入札方式」※について























Ⅴ　障がい者や就職困難者の優先発注に関しての留意点等について


























1

